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平成２０年度庄内町事務事業評価に係る外部評価結果について（意見書） 

 

 

 今年度、庄内町にて実施された事務事業評価における内部評価の妥当性について、町民

の視点に立って検証した結果、下記のとおりまとまりましたので意見書を提出します。 

 

記 

 

１ 委員会開催状況 

平成２１年 

 

 

 

２月 

２月  

２月 

３月 

４日 

１３日 

２３日 

２３日 

（水） 

（金） 

（月） 

（月） 

第１回行政改革推進委員会 

第２回行政改革推進委員会 

第３回行政改革推進委員会 

第４回行政改革推進委員会 

 

２ 審議した事項 

 平成２０年度庄内町事務事業評価に係る外部評価について 

 

 

３ 委員名簿 

五十嵐進、川村昭三、梅木 均、大瀧嘉瑞、佐藤敏雄、志田重一、鈴木富士雄 

高橋克弘、和田明子 

 

 

４ 事務局 

 長南和幸、小林裕之、中野正樹、永田 学 

 

 

５ 審議の結果 

 「平成２０年度庄内町事務事業評価に係る外部評価」の結果については、別紙のとおり

です。 



 

１ 審議の対象とした事務事業 

  本委員会は、町が平成２０年度に内部評価を行った全２０２事務事業のうち、下記の

基準により１３事業を外部評価対象事業（以下「対象事業」という。）として抽出し、そ

の内部評価結果における妥当性等について審議しました。 

 

 １）担当課による効率性評価において、担当者及び担当課長等がともに「コスト＞成果」

と評価された事務事業 

 ２）担当課による民間活用の可能性評価において、担当者及び担当課長等がともに「民

間委託」「民営化」可能と評価された事務事業 

 ３）庄内町事務事業評価専門部会議における方向性評価において、「見直しして継続」「拡

充して継続」「縮小して継続」「廃止」と評価された事務事業 

 

 

２ 審議にあたっての視点 

  本委員会の審議は、町が行った内部評価結果に対して、以下の点に留意して審議しま

した。 

 

１）事業の「現状認識」「対象」「手段」「成果」について客観的に検証されているか。 

 ２）町として事業を実施する必要性が認められるか。 

 ３）事業を更に効率的かつ効果的に実施する余地はないか。 

 

 

３ 審議の結果 

 １）対象事業に対する意見 

   対象事業に対する本委員会の意見は別紙２「平成２０年度外部評価結果一覧」のと

おりです。 

 

 ２）その他の意見 

   対象事業の審議を進めていく中で、全体的な視点から、次のような意見がありまし

た。 

  ・次年度予算への反映の実現のためにも、評価時期を早めるべきである。 

  ・正職員数を減じていく状況の中、職員の年齢構成の歪みの解消を図るとともに、優

秀な人材の確保に努めるべきである。 

  ・臨時等職員に関する配置計画を策定し、人員の抑制を図るとともに、その適正な配

置に努めるべきである。 

  ・町内で数多く開催されているイベントについては、統廃合等も含め、整理、調整を

図るべきである。 

別 紙 



【別紙2】 平成20年度外部評価結果一覧（13事業）

担当職員 担当課長・主幹 担当職員 担当課長・主幹 担当職員 担当課長・主幹

行政改革事業
情　報
発信課

社会情勢の変化や多様化、複雑化する行政ニーズに的確
に対応しながら、将来にわたって持続的に発展を続ける
町政の実現のため、ニューパブリック・マネジメントの
考え方に基づき、スピード・コスト・成果を重視する民
間の経営感覚を取り入れるとともに、町民と行政との協
働を推進する新たな行政システムの構築を図ることによ
り、「日本一住みやすく、住みつづけたいまち」を目指
す。

拡充して継続 拡充して継続
「事業コスト

＞効果」
「事業コスト

＞効果」
民間委託 民間委託 ⇒ 拡充して継続

行政改革は町として当然の取り組みではある
が、今後集中改革プランの推進及び職員意識
のより一層の向上を図るうえでも拡充して継
続すべきである。

⇒

妥当ではあ
るが、一部
内容の検討

が必要

内部評価における妥当性について
は、方向性に誤りはないものの、今
後は具体的な課題の提示及び積極的
な情報公開の推進を踏まえ、職員の
資質向上を図りながら推進していく
べきである。

町営バス対策事業
情　報
発信課

余目地区、立川地区両住民の交流人口の拡大と交通弱者
の足の確保を図り、それをもって住民福祉の向上に資す
る。

手法を見直し
して継続

手法を見直し
して継続

「事業コスト
＞効果」

「事業コスト
＞効果」

民営化
民間委託

民営化
民間委託 ⇒ 手法を見直しし

て継続

交通弱者対策といった側面はありながらも、
現状ではコスト面が大きな負担となっている
ため、今後は受益者負担のあり方、医療機関
等からの負担金徴収及び指定管理者制度導入
についてなどの検討が必要と思われる。

⇒ 妥当である

交通弱者対策が目的であることか
ら、行政が実施する必要性は認めら
れる。また、内部評価の方向性につ
いても妥当であると思われる。ただ
し、コスト削減については、今後検
討していくべきである。

風車村推進事業
（ラベンダーまつり）

環境課

地球温暖化などの異常気象が顕著になっている今日、庄
内町ではいち早く強風を逆手に取った取り組みとして風
力発電、町民参加型の節電所事業に取り組むなど環境に
やさしい町づくりを全国に先駆けて実施してきた。これ
らの取り組みを、ラベンダーの開花時期に各種エコイベ
ントと絡め、風車村のPRを図るとともに町の環境問題へ
の取り組みを情報発信し啓発活動を行う。

手法を見直し
して継続

手法を見直し
して継続

「事業コスト
＞効果」

「事業コスト
＞効果」

民営化
民間委託

民営化
民間委託 ⇒ 手法を見直しし

て継続

本来目的である環境啓発とイベントとしての
位置づけについて整理するためにも、施策と
しての「環境」をキーワードとして、他事業
との関連についてトータルでの検討をすべき
である。

⇒

妥当ではあ
るが、一部
内容の検討

が必要

内部評価のとおり、環境と観光の目
的について明確化を図ることが必要
と思われるが、本委員会としては、
観光事業としての位置づけを図ると
ともに積極的なPRをしていくべきで
ある。

省エネルギー地域活動促進
事業

環境課

庄内町(旧立川町)がこれまで進めてきた風力発電等の新エ
ネルギー政策と､生み出された貴重なエネルギーを無駄な
く効率的に使う省エネルギーの取り組みが一緒になるこ
とで､町民参加型の地球温暖化防止対策と環境にやさしい
町づくりを推進する。

手法を見直し
して継続

手法を見直し
して継続

「事業コスト
＞効果」

「事業コスト
＞効果」

民営化
民間委託

民営化
民間委託 ⇒ 手法を見直しし

て継続

地球温暖化・省エネに対する町民への意識啓
発を推進するためにも、内容について今後手
法を見直して継続すべきである。

⇒ 妥当である

内部評価のとおり、町民に対する意
識啓発を図るためにも、今後は消費
電力のみならずガソリン消費量など
具体的な目標となる指標設定をしな
がら、より広い視野での事業展開が
必要である。また、環境教育として
学校教育との連携を図りながら推進
すべきである。

農産物付加価値創造事業 農林課

米価の低迷や、産地間競争が激化する中で、農産加工品
の開発・販売により、その原料となる農産物を供給する
生産者の所得拡大や、産地としての競争力強化をめざす
とともに、加工業者等の所得拡大により庄内町の産業活
性化を図るものである。開発された加工品は、町の特産
品として積極的に情報発信し、大消費地での販売をめざ
す。

縮小して継続 縮小して継続
「事業コスト

＞効果」
「事業コスト

＞効果」
民営化

民間委託
民営化

民間委託 ⇒ 縮小して継続

すでにH20年度より協議会の機能見直しが図
られているため、今後については一定の方向
性が出されている事業であることから、現行
の手法をもって継続していくべきである。

⇒ 妥当である
現状では、拡充が困難であると思わ
れるため、内部評価と同様、規模を
縮小していくべき事業である。

農産物交流施設管理事業 農林課

地場産の新鮮で安全な農産物及び加工品等の販売を通じ
て、農家所得の向上と町内外との交流を図り、地域農業
の活性化と本町における地産地消の拠点施設として充実
を図る。

手法を見直し
して継続

手法を見直し
して継続

「事業コスト
＞効果」

「事業コスト
＞効果」

民営化
民間委託

民営化
民間委託 ⇒ 手法を見直しし

て継続

現在、指定管理者制度を導入しているため、
今後は町として安定経営に向けた組織強化と
商品の充実・施設の有効活用などについて支
援を図っていくべきである。

⇒ 妥当である

指定管理者の経営が厳しいと思われ
る現状、将来的に採算の取れる施設
にするためにも、組合員の意識改革
及び商品の充実などについて指導を
図り、指定管理者制度移行３年経過
後に再度検討すべきである。

園芸特産生産安定対策事業
（花の新品種登録事業）

農林課
町独自の花き新品種を開発及び登録し、花の町のシンボ
ルとして内外にアピールする。

廃止 廃止
「事業コスト

＞効果」
「事業コスト

＞効果」
民営化

民間委託
民営化

民間委託 ⇒ 廃止
個人での新品種育種は困難な状況であること
から、当初の予定どおり3年で事業を廃止すべ
きである。

⇒ 妥当である
内部評価と同様、町としては今後新
品種の生産、開発はせず、廃止とす
べき事業である。

都市公園維持管理事業 建設課

近隣公園、町民ふれあい広場、緑地等を常に快適に利用
できるよう定期的に維持管理を行うことにより、町民に
憩いの空間を提供し、ゆとりと潤いにあふれた生活創造
スペースを提供する。

縮小して継続
手法を見直し

して継続
「事業コスト

＞効果」
「事業コスト

＞効果」
民間委託 民間委託 ⇒ 手法を見直しし

て継続

担当課長の方向性同様、指定管理者制度導入
に関するガイドラインに基づき、適正な公園
の維持管理業務を推進していくべきである。

⇒ 妥当である

平成２１年度から指定管理者制度に
移行する施設であることから、内部
評価と同様、今後は制度導入を図り
ながら維持管理業務の見直しを進め
ていくべきである。

　　第一次評価（担当課評価）　

内部評価
の妥当性

付帯意見等

外部評価（行政改革推進委員会）

715

627

601

602

507

501

211

206

第二次評価（行政評価専門部会議）

№ 事務事業名 所管課 事業の目的
今後の方向性 効率性（コスト） 民間活用の可能性

今後の方向性 付帯意見等
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担当職員 担当課長・主幹 担当職員 担当課長・主幹 担当職員 担当課長・主幹

　　第一次評価（担当課評価）　

内部評価
の妥当性

付帯意見等

外部評価（行政改革推進委員会）第二次評価（行政評価専門部会議）

№ 事務事業名 所管課 事業の目的
今後の方向性 効率性（コスト） 民間活用の可能性

今後の方向性 付帯意見等

カート管理事業 商工観光課
庄内町の観光スポットとしての魅力向上、町民の憩いの
場提供の推進

手法を見直し
して継続

手法を見直し
して継続

「事業コスト
＞効果」

「事業コスト
＞効果」

民営化
民間委託

民営化
民間委託 ⇒ 手法を見直しし

て継続

今後は、事業の縮小・見直しを図りながら指
定管理者制度導入に向けて努めるとともに、
以後の成果が上がらない場合については、将
来的な廃止といった方向性も視野に入れて実
施すべきである。

⇒

妥当ではあ
るが、一部
内容の検討

が必要

町が実施する必要性は認められず、
早急に指定管理者制度の導入を図る
べき施設である。また、その際に
は、交流人口の拡大を視野に入れた
運営をすべきである。

小出沼管理事業
商　工
観光課

小出沼親水広場周辺の景観保全及び町民の憩いの場づく
りの推進

縮小して継続
手法を見直し

して継続
「事業コスト

＞効果」
「事業コスト

＞効果」
民営化

民間委託
民営化

民間委託 ⇒ 手法を見直しし
て継続

条例上では、三郷原リバーパークとして一体
的に設置されているが、今後は施設毎に設置
条例を設け、指定管理者制度の導入を図って
いくべきである。

⇒ 妥当である

三郷原リバーパークとして位置付け
られてはいるものの、カート場とは
形態が異なっているため、地域運営
を主体とした指定管理者制度の導入
を図るべきである。

北月山荘等管理事業
商　工
観光課

立谷沢川流域振興における拠点施設として、地域住民や
関係機関団体、周辺施設を含む地域資源との連携と活用
による利用拡大を図り、観光交流の推進強化を通じて地
域振興の実現を目指す。

手法を見直し
して継続

手法を見直し
して継続

「事業コスト
＞効果」

「事業コスト
＞効果」

民営化
民間委託

民営化
民間委託 ⇒ 手法を見直しし

て継続

立谷沢流域振興のためのひとつのツールとし
て進めていかなければならないものと思われ
る。また、今後は立谷沢流域施設の拠点とし
て、森森など周辺施設との連携を図りながら
指定管理者制度の導入も視野に入れて実施す
べきである。

⇒ 妥当である

内部評価同様、指定管理者制度の導
入を図るとともに、地元住民及び民
間との協働により、立谷沢川流域に
おける通年での観光メニュー作成を
図るべきである。

山村振興事業（南部山村広
場）

商　工
観光課

立谷沢川流域振興に係る地域資源のひとつとして、月の
沢温泉北月山荘等周辺施設や各課等と連携して利用拡大
を図り、観光交流の拡大による立谷沢川流域振興の実現
を目指す。

手法を見直し
して継続

手法を見直し
して継続

「事業コスト
＞効果」

「事業コスト
＞効果」

民営化
民間委託

民営化
民間委託 ⇒ 拡充して継続

今後は、維持管理の手法について見直すとと
もに、立谷沢川流域振興に係る観光事業と一
体となった取組みを図り、更なるＰＲに努め
るべきである。

⇒ 妥当である

北月山荘及び淡水魚養殖施設など周
辺施設との一体化による包括的な運
営など、活用方法について具体的に
検討していくべきである。

歴史民俗資料館運営事業
社　会
教育課

およそ4,000点に及ぶ収蔵資料を公開することにより、
町民をはじめとする入館者に対し文化財保護思想の高揚
を図り、地方文化の振興に寄与する。

手法を見直し
して継続

休止
「事業コスト

＞効果」
「事業コスト

＞効果」
民間委託 民間委託 ⇒ 手法を見直しし

て継続

貴重な歴史的資料を収蔵している当該施設に
関しては、今後場所の移転なども考慮に入れ
ながら、これまでとは異なる施設の活用につ
いての検討が必要であると思われる。

⇒

妥当ではあ
るが、一部
内容の検討

が必要

現状においては、展示物の内容を季
節によって変更するなどの工夫が必
要であると思われるが、一方で町内
に亀ノ尾の里資料館など同様の趣旨
の施設があり、将来的には統廃合の
必要があると思われる。ただし、建
物については歴史的価値があるた
め、その活用については清川地区振
興協議会との協議を経ながら検討し
ていくべきである。

1013

818

801

802

803
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